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１．はじめに

　本研究では，近年四川省および浙江省におけ

る三つの地域の農村で行った農家調査のデータ

を利用し，農家が出稼ぎ労働（非農業就労）を

選択する要因について，主に農家の土地資源１

の分配・保有状況，および地域における土地経

営権の流動化の状況に焦点をあてながら分析を

行なう。調査地は，四川盆地に位置し内陸農村

の特徴をもつ江油市と，チベット高地の山間部

に位置する小金県，さらにはこれらの地域に比

べ所得水準がはるかに高い沿海部の浙江省に位

置する奉化市の農村である。このように，異な

る特徴をもつ地域の状況を比較することによっ

て，農家の土地経営権をめぐる状況が，農民の

就労行動に対して持つ影響を検証することが本

研究の目的である。

　農家の土地経営権２をめぐる状況と，その就

業決定行動との関係に着目する意義としては，

以下の２点が挙げられる。

　第１に，周知のように，中国における現行の

土地制度のもとで農村の土地は「集団所有」と

され，農民は「土地経営権」のみを持つ。した

がって農民による土地の自由な売買は原則的に

許されていない。また土地は社会保障の機能を

兼ねているという考え方が根づいており（姚，

２００４a），土地経営権の市場を通じた流動化が阻

害されやすいため，土地の効率的な利用が行わ

れず，農村の経済発展の足枷になっていると考

えられる。

　第２に，以上のような問題を抱えているもの

の，現実に農家の土地資源保有状況は，後述す

るような就労選択行動への影響を通じてその所

得を左右すると考えられる。したがって，両者

の関係を実証的に明らかにすることは，農村の

所得向上に関する重要なインプリケーションを

もたらしうる。　　　

　本稿の分析において用いられるのは，四川省
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１　中国の土地は用途によって，農業用地，建設
用地（非農業目的で使用される土地），未使用地
３種類に分類される。本稿では未使用地と建設
用地を省き，農業用地のみに焦点をあてる。

２　ここでいう「土地経営権」とは，中国語で
「承包権（請負権）」と呼ばれているものに対応
している。農業用地の「承包権」は，改革開放
後導入された農業生産責任制のもとで，集団所
有制を保持したまま，土地の経営を個別の農家
に請け負わせ，その権利を保障するために認め

───────────
られた概念である。その後，「承包権」について
は１９９３年行われた農地制度の見直しにより，３０
年間の延長が決定された。そして２００３年の「農
村土地承包法」の制定により，農家の土地経営
権に対する法律による物権的な保護が設けられ，
その貸借，譲渡などについても次第に制度的な
整備が行われていった。
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の小金県と江油市において，２００６年と２００８年に

それぞれ行われた農家調査，さらには浙江省奉

化市における２００９年における単年度の農家調査

によって得られた農家のミクロデータである。

これに加え，数回にわたって現地の行政機関の

幹部や農民に対する定性的な聞き取り調査を行

い，当該農村に関する状況を理解する上で参考

にした。

　本稿の第２節以降の構成は以下のとおりであ

る。まず，第２節では，現代中国における農民

の就労選択行動と土地資源保有に関する先行研

究を整理し，第３節では研究のもとになった調

査地についての状況と農家調査の概要について

まとめる。第４節では，農家の就業決定に関す

るハウスホールド・モデルに依拠しながら，本

稿の分析の基本となる理論的な枠組みを整理す

る。第５節では第４節で解説した分析枠組みに

基づいた計量分析を行い，その結果について整

理を行う。
　

２．農家の就労選択行動と土地経営権との
関係についての先行研究　　　　

　

　農村部には余剰労働力が伝統部門に膨大に存

在し，この限界生産力ゼロの労働力が，生産性

が高い都市の近代部門へと流出していくことを

指摘したルイス（Lewis, 1954），および農村から

都市への労働力移動は，農業部門の生存賃金レ

ベルを工業部門の期待賃金レベルが上回っ

ている時に生じるとした，ハリスとトダロ

（Harris and Todaro, 1970）の先駆的な研究以

降，農村から都市への労働力移動の要因に関す

る実証分析が数多く行われてきた。以下では，

改革開放期の中国における農家の就労選択行動

と，土地経営権との関連を分析した先行研究の

成果を整理する。

　まず，中国農村における土地経営権の賃貸市

場の発展の経緯を整理しておこう３。中国の農

村では１９７０年代後半に人民公社主体の集団農業

体制から農業生産責任制に代表される家族営農

制に移行するが，土地経営権の貸借行動もこの

頃から始まり，１９９０年代から土地経営権賃貸市

場が本格的に動き出していく。ただし，市場を

通じて流動化した農地の比率は１９８０年代から

１９９０年代を通して耕地面積の１～３％程度で，

必ずしも広くは浸透していない。１９９３年に農業

部が行ったサンプル調査によると，当時は全農

家数の２．３％にあたる４７３．３万の農家が土地経営

権を貸借しており，その面積は全土地面積の

２．９％にあたる１１６万ムーだった。また１９９８年に

農業部が８つの省で実施したサンプル調査では，

土地経営権の貸借比率は３～４％程度であった

（陳・韓，２００２）。

　２０００年以降，土地経営権賃貸市場は一部の地

域で普及し始める。例えば２００１年の調査では浙

江省では賃貸市場への参加世帯は２０．８％，貸借

された土地面積は全体の１３．１％にのぼる（浙江

大学農業現代化与農村発展研究中心・浙江省農

業庁聨合調査組，２００１）。また２００８年に実施さ

れた農業部の調査によると，全国の請負耕地面

積のうち８．９％が貸借されていることから４，土

地経営権賃貸市場は２０００年代初期以降緩やかに

広まりつつあると考えられる。

　ただし，１９９８年の調査結果によると，農家が

土地経営権賃貸市場に参加している割合は，

湖北２．１６％，山西５０．７９％，安徽１２．４１％，湖南

２６．３９％，四川２５．３６％，浙江３３．３３％と地域に

よりバラツキがみられる（Kung, 2002）。こう

したバラツキは，農村幹部の農村内における生

産余剰最大化に対する関心の高さ，出稼ぎ労働

───────────
３　農村における土地の取引は，農地の非農業転
用（農転非）と，農地としての取引に大別され
るが，以下では後者のケースに限定して論じて

───────────
いる。また，農地としての取引に関しても，①
農家間でやり取りする場合と②行政組織（村民
委員会や郷鎮政府）が介在する二つのケースが
あるが，本稿では，①の農家間での農地のやり
取り，中でも農地の実質的な賃貸行為である
「転包」に焦点を当てている。詳しくは寶劔
（２０１０）参照。

４　「人民日報」２００９年８月２日「土地流 要充分
尊重 民意愿」。
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の多寡，農村内における非農業部門の経済活動

の規模，土地の割り替えの頻度などによって生

じるものと考えられる（張，２００２；Deininger, 

Jin and Rozelle, 2005；賀，２００６；Shi et al., 2007）。

　このような状況の中で，農家間における土地

経営権の分配状況が，土地経営権の市場流通の

発展を通じて，農家の就労選択行動にどのよう

な影響を与えるのか，という点についても，盛

んな先行研究が行われてきた。

　２００１年に中国全域１２省にわたって大規模な農

家調査を行なったデニンジャーら（Deininger, 

Jin and Rozelle, 2005）は，農家一人当たり耕地

面積について，農家の郷外への出稼ぎ行動だけ

でなく，郷内での自営業その他の非農業就労と

も負の相関を示すことを指摘している。また，

厳（２００５）による中国の中部地域の農村におけ

る農民の就労行動の分析においても，やはり一

人当たり耕地面積は農民の郷外への出稼ぎ行動

と負の相関を持つという結論が得られている。

また，本稿の調査地の一つである江油市の近隣

の地域で，１９９３年に行なわれた調査結果を利用

したクンとリー（Kung and Lee, 2001）は，土

地経営権の貸借行動への参加は非農業就労の選

択に対して負の影響を与えることを示してい

る５。

　農家の土地資源が農家の出稼ぎや非農業就労

に対して負の影響を与えるというこれらの研究

結果に対して，姚（２００４b）は異なる見解を示

している。

　姚は，農家一人当たりの土地資源が出稼ぎ労

働の選択確率に与える影響について，「代替効

果」と「保険効果６」とに分解して整理してい

る（詳しくは後述）。この二つの効果により，姚

は，一人当たり請負面積と農家が出稼ぎ労働を

行う確率との間に，逆Ｕ字の関係が成立すると

いう仮説を提起し，また実証分析によってその

仮説を支持する結果を導いている。また，同様

の結果は，江蘇省の北東部の農村で調査を行

なったフォン（Feng, 2006）でも確認されてい

る。

　一方，丸川（２０１０）は，われわれが用いてい

るのと同じ四川省江油市における農家調査の

データを用いて，中国農村における土地制度と

余剰労働力の存在との関係について，興味深い

議論を行っている。丸川は，江油市における農

家の限界労働生産性が，外部市場における賃金

を大幅に下回っていることを示し，それにもか

かわらず農業を続ける世帯が多いのは，各農家

が農業労働従事者だけではなく，土地（経営権）

保有者としての側面も併せ持つからだ，と主張

している。

　農家のミクロ的な最適行動を分析したハウス

ホールド・モデルが示唆するように，小規模経

営農家の農業収入には，労働に対する報酬とし

ての「労賃」のほかに，「地代」としての収入も

含まれているはずである。もし，土地経営権に

ついて外部の流通市場が存在すれば，非農業就

労を行う際にも土地を限界生産性に等しい地代

で貸し出すことができる。しかし，土地の流通

市場が非常に未発達な状態のもとでは，農家が

出稼ぎによって離村する場合，それまで得てい

た地代収入を放棄せざるを得ない。

　このような状況の下では，たとえ農業の限界

労働生産性が外部の労賃を大きく下回っていた

としても，地代としての収入が十分に大きなも

のであれば，農家は耕作していた土地を手放し

てまで出稼ぎに行くことはないと考えられる。

───────────
６　姚の研究では「収入効果」という表現が用い
られている。

───────────
５　本節で紹介した先行研究並びに本稿の研究は
いずれも，調査地域における土地取引の状況を
外生変数として扱っている。しかし，Kung
（２００２）のように，農村における土地取引の状
況が，家計に占める非農業収入の割合や，一人
当たり耕地面積によって影響を受ける内生変数
として扱う研究も存在する。クンによれば，農
家一人当たりの耕地面積の拡大は，出稼ぎへの
負の影響を通じて，家計に占める非農業収入の
割合を引き下げる。その結果，土地経営権の市
場取引は不活発になる。逆に一人当たりの耕地
面積が狭いと，家計に占める非農業収入の割合
が高くなり，土地経営権の賃貸市場が活発化す
る。
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丸川は，このような分析を通じて，蔡（２００８）

に代表される，中国農村はすでにルイスの転換

点を迎えており，農村における余剰労働力７は

枯渇しつつあるという，近年盛んに唱えられる

ようになった議論に対して疑問を投げかけてい

る。

　ただし，このようなハウスホールド・モデル

を前提した分析から導き出される農家の土地経

営資源の保有状況と就労選択行動との関係は，

個々の農民が世帯の中に占める地位，より具体

的には世帯主またはその配偶者と，それ以外の

成員との間では大きく異なっているはずである。

本稿の第４節以下では，この点を考慮して理論

的な考察を行い，それに基づいた実証分析を行

う。

３．調査地の概要について

３．１　調査地概要

　本節では，本研究が使用するミクロデータを

収集した調査地の経済発展状況や農業，および

労働力移動に関する状況を概観する。

　まず，四川省の二つの農村についてみておこ

う。小金県と江油市は同じ四川省に属するとは

いえ，農業条件が全く異なっている。江油市は

総人口８７．４８万人（農村戸籍者数６３．５万人）で，

四川盆地に位置し，農村部には畑や水田が多い。

稲作が可能で幹線道路が通っていることから，

比較的発展した農村である。主要な栽培作物は

小麦，水稲，ナタネで，１人当たり耕地面積は

１ムー（６．６７アール）以下である。次に小金県

は総人口７．８万人で（農業人口６万人），人口の

約５割をチベット族が占める。チベット高地の

山間地に位置し，水田はないものの周辺の山間

部の開発余地が大きいために１世帯当たりの耕

地面積は１３．３アールと江油市よりも広い。主に

トウモロコシ，大豆，小麦を栽培している。出

稼ぎ先については，江油市の農村労働力の約６

割が北京（建築業），新疆（綿摘み），広州など

の省外，約３割が江油市内での非農業就労，約

１割が成都，綿陽，広元などの四川省内の比較

的大規模な都市に行くケースが多い８。また小

金県の農村労働力の出稼ぎ先は，主に小金県が

属する阿 州内で，主に道路工事などに従事す

る者が多い９。

　一方奉化市は，行政的には浙江省寧波市に属

する人口は約４８万人の県レベルの市である。耕

地以外に山林資源が豊富で森林覆蓋率が６０％を

超えるほか，海にも面しているため牡蠣などの

養殖も盛んで，農村の一人当たり収入も後でみ

るように四川省の二地域を大きく上回っている。

また，ＧＤＰの産業構成でも奉化市全体では第

二次・第三次産業がそれぞれ５１％と４０％を占め，

第一次産業は９％に過ぎないなど，四川省の農

村よりもかなり進んだ経済の発展段階にあると

いってよい（寶劔，２０１０）。調査を行った農村

でも，養殖業や園芸農業によって豊かな収入を

得ている農家が多く，このような農家を中心に

土地の集約的な経営が行われている。そのため，

労働力不足を解消するため，内陸部などから出

稼ぎに来た農業労働者を雇って農業経営を行う

農家も多い。このため，市内のいくつかの村で

は戸籍人口を常住人口が上回る（人口の純流入

が生じている）という，内陸部の農村とは正反

対の現象が生じている。

　表１は，調査を行った三地域について人口，

労働力人口，一人当たり平均収入，耕地面積な

どの基本的なデータを示している。ただし，村

データをそのまま用いているため，労働力人口

には長期にわたって離村し，非農業就労に従事

している労働力も含まれている。ここで目に付

くのが，地域間における一人当たり平均収入の

大きな格差である。貧しい山間の農村が多い小

金では各行政村の一人当たり平均年収（純収入）

───────────
７　ここで，「余剰労働力が存在する状態」とは，
農業の労働限界生産性が生存水準（＝賃金）を
下回った状態にあることを意味している。

───────────
８　２００７年９月に江油市における聞き取り調査よ
り。

９　２００６年９月に小金県における聞き取り調査よ
り。
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はおよそ２千元から３千元までの範囲，平野部

に位置し比較的農業条件に恵まれた江油ではお

よそ４千元から６千元までの範囲にあるのに対

し，第二次，三次産業の発達した奉化ではほと

んどの農村で平均年収が１万元を超えており，

半数以上は２万元前後と，江油の３倍から５倍，

小金の６倍から１０倍の年収を得ていることが，

この表からも伺える。

３．２　農家調査について

　以下の分析で用いられる農家ミクロデータは，

いずれも文部科学省科学研究費の基盤研究プロ

ジェクトの予算を利用して実施された１０。

表１　調査対象農村の概要

一人当たり総収入総耕地面積（ムー）農村労働力戸籍人口総戸数小金県（２００７年）

１４０６．１
２２８１．７
３３０９．２
２３０７．５
１９６３．５
２０４７．３

１０８０
１０５３
４５７
１３６６
１７３５
１５２６

６００
３６７
２６０
３５０
３５０
３６０

１１２８
８６７
３８９
６２８
５７０
５５１

２１９
１９５
８７
１４３
１１７
１２４

Ａ村
Ｂ村
Ｃ村
Ｄ村
Ｅ村
Ｆ村

新橋郷
新橋郷
撫辺郷
撫辺郷
沙竜郷
沙竜郷

一人当たり総収入総耕地面積（ムー）農村労働力戸籍人口総戸数江油市（２００７年）

６３２３．４
６１６１．６
４４０９．０
５７４１．１
４５１３．３
６２１５．７
４０３８．５

９５７
１６８０
２０００
１３５０
１３４７
１３９５
５８９

６２８
１０４５
９００
７５０
７００
７１１
１１００

１０４１
１５８４
１８０４
９６７
１１２５
１１２６
１４７９

３２０
４６３
５４０
２８０
３３８
３２３
４４０

Ａ村
Ｂ村
Ｃ村
Ｄ村
Ｅ村
Ｆ村
Ｇ村

河口鎮
河口鎮
銅星鎮
銅星鎮
新春郷
新春郷
彰明郷

一人当たり総収入総耕地面積（ムー）農村労働力戸籍人口総戸数奉化市（２００８年）

１４３７３．０
１７９８９．６
９８３２．３
１０７４１．２
１７９３２．６
２９５２７．５
１０５３４．２
１７０３５．３
２１７３３．２
２３１５１．７
９１３５．５
２４９９６．６
１０８７７．３
２００９３．５
１８０２２．２

６５１
２４１
１２１９
３９５
１０７６
２４１
１０３６
８２３
５４０
４００
４１０
５２３
３８７
５２３
５６０

６５０
２７６
９００
２７８
８１０
２０７
１２３２
４５０
３４６
３７３
２７６
４２０
２２６
３１６
５８８

１１８７
３１２
１５０８
４８２
１３２０
３６６
１３３５
７５７
５２０
４８１
３８０
６１９
３６６
５５５
７５８

４１２
１１１
５１０
１７２
５７５
１４５
６５０
２５１
２０５
２０４
１２０
２２６
１３１
１８４
２６７

Ａ村
Ｂ村
Ｃ村
Ｄ村
Ｅ村
Ｆ村
Ｇ村
Ｈ村
Ｉ村
Ｊ村
Ｋ村
Ｌ村
Ｍ村
Ｎ村
Ｏ村

尚田鎮
尚田鎮
尚田鎮
尚田鎮
尚田鎮
 湖鎮
 湖鎮
 湖鎮
 湖鎮
 湖鎮
 王 
 王 
 王 
 王 
 王 

（出所）四川省，浙江省における行政村調査，および農家調査の結果より。
（注）一人当たり収入は農家調査の結果より，調査対象家計の村ごとの合計収入／村の合計戸籍

人口，として推計した。

───────────
１０　四川省小金県，江油市については，平成１７年
度－１９年度基盤研究（Ａ）［中国内陸部農村住民
の生産・消費行動のミクロ分析］，研究代表者：
陳光輝神戸大学教授，浙江省奉化市については
平成２０年度－２３年度基盤研究（Ａ）「中国におけ
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　調査に際しては，日本側の研究チームが作成

した調査票を，現地の協力機関（小金・江油は

四川省社会科学院，奉化は浙江大学公共管理学

院）に委託し，それらの機関が現地の調査員を

動員して対象地の農家を訪問し，調査項目を口

頭で質問するという方法がとられた。

　調査地の選択方法について，四川においては

調査協力機関である四川省社会科学院に全面的

に委ねられた１１。両地域とも県―郷―村―世帯

という多段抽出法が採用されているが，その抽

出方法は二つの地域において同一ではない。ま

た，県―郷―村―世帯という多段抽出法のうち，

全ての段階において調査委託先の判断に基づく

有意抽出が行われており，無作為抽出は行われ

ていない。そのため，調査農家の当該地域にお

ける代表性に関してはやや問題があるといわざ

るを得ない１２。

　四川の二つの地域では，２００５年から２００７年ま

での三期間にわたって調査が行われたが，その

うち２００５年と２００７年の調査データを用いてパネ

ルデータを構築し，分析に用いた。パネル調査

の対象となった世帯数は，江油市では２００５年が

２０５戸，２００７年が２０６戸，小金県では２００５年が

１４１戸，２００７年が１５８戸であった。ただし，江油

市で６４戸，小金市で３１戸が転居などの理由で追

跡調査できなかったため，２００７年には調査対象

として一部を代替農家として追加している。

　奉化市においては，市内の三つの郷鎮・街道

から各５つの行政村を選び出し，各行政村から

１０戸の農家を抽出するというやり方を通じて，

合計４５０戸の農家に対してアンケート調査を

行った。行政村の選定に関しては調査委託先の

意向が反映されているが，行政村内での農家の

抽出に関しては，事前に入手した村民の名簿を

利用して無作為抽出を行っている。
　

４．農家の土地資源と就労選択行動との
関係について　　　　　　　　

　

　第２節で述べたように，姚は，農家の土地資

源が出稼ぎ労働の選択確率に与える影響を，

「保険効果」と「代替効果」とに分解して整理

を行っている（理論モデルの詳細については補

論を参照のこと）。確認しておくと，農家の一

人当たり土地資源の増加は，非農業就労や出稼

ぎ労働を一方では促進し，一方では阻害する効

果を持つ。前者は，土地資源の増加が，農民が

離農，離村した場合に得られる賃貸／売却収入

の上昇を通じて，非農業就労や出稼ぎに伴うリ

スクを軽減させ，それを促進させるという効果

（「保険効果」）である。ただし，理論モデルに

よれば，この保険効果は，一人あたりの土地資

源量が増加するほど逓減していく。

　後者は，農村にとどまった場合の留保所得が

増大することを通じ，出稼ぎ労働や非農就労に

対し負のインセンティヴを与える効果である

（代替効果）。充分に競争的な土地レンタル市

場を仮定した場合，土地を他人に貸し出すか，

自分で耕作するかは無差別になるため，土地の

貸出を行っている農家にとってはこの効果はゼ

ロに等しい。ただし，土地の借り入れを行って

いるか自給自足的な耕作を行っている農民に

とっては，土地の限界生産性は限界地代を上回

るので，代替効果は負になると考えられる。

　以上のような，土地資源保有量と農民の就労

行動との関係をまとめると以下のようになる。

土地の借り入れを行っている，もしくは自給自

足型の農民にとっては，保有する土地資源が少

ない時には，保険効果が代替効果を上回るため，

土地資源が増えることにより出稼ぎが促進され

る。しかし，保有する土地資源が一定量を上回

ると，代替効果が保険効果を上回り，土地資源

の増加は出稼ぎに対し負の影響を与える。すな

わち，農民の土地資源と出稼ぎの間には，逆Ｕ

───────────
る農村都市化の実証研究―企業・土地・労働力
の集積と地方政府」，研究代表者：加藤弘之神戸
大学教授。

１１　調査対象者の回答は調査員によって調査票に
記入された。調査範囲は，小金県では３箇所の
郷鎮（それぞれ２箇所の村），江油市では４箇所
の郷鎮（それぞれ２箇所か１箇所の村）を含む。

１２　四川での調査方法について，詳しくは星野
（２００８）を参照のこと。
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字型の関係が存在することになる。ただし，土

地を貸し出している農民にとっては代替効果が

存在しないため，土地資源保有量の増加による

保険効果のみが働き，土地資源の大きさと出稼

ぎ行動との間には正の相関が存在する。

　しかし，以上のような，一般的な考察を実際

の中国農村に当てはめる場合には，いくつかの

点に注意する必要がある。一つ目の問題点は，

現在の中国において，土地経営権の賃貸市場１３

の発展が極めて不十分だと考えられることであ

る。表２は，調査を実施した農村における土地

の流動化をめぐる状況をまとめたものである。

　小金や江油では，まず農地の貸借を行ってい

る農家の割合自体が低く１４，また，その中で有

償貸出／借入を行っている農家の比率は非常に

低く，ほとんどの場合無償か非常に低い賃貸料

で親戚などに耕作を委託するケースが多いと考

えられる。一方，奉化市の場合も，四川よりは

活発に土地の有償賃貸が行われているものの，

その地代の水準はたかだか年間で１ムーあたり

数百元のレベルにしか過ぎず，標準的な播種農

業を行った場合の土地の限界生産性と比較して

も，かなり低めに評価されていると考えられる。

　このように，土地の外部市場を通じた流動化

が未発達，あるいはそこでの価格が制度的な要

因などにより著しく低く抑えられている場合に

は，土地経営権を市場で評価した場合の「資産」

価値が大きく低下するため，上記モデルで想定

したような，離村のリスクを軽減させる保険効

果が働かなくなると考えられる。そして，レン

タル料からコストを引いたものが土地の限界生

産性（主体地代）を大きく下回るため，耕作を

行っている土地の広さや生産性に応じて代替効

果が働くことが予想される。すなわち，土地の

流動化が不完全な場合には，一人当たり耕地面

積が多くなるほど，土地を手放さなければなら

ないような非農業就労には負の影響を与えるも

のと考えられる。

　もう一つの問題点は，上記のモデルでは世帯

の収入最大化の問題化と個人の行動とが厳密に

区別されておらず，非農業就労する場合には、

必ず個人に割り当てられた土地を手放さなけれ

表２　調査地における土地流動化の状況

奉化市江油市小金県

年度 ２００８２００７２００５２００７２００５

４５１
１８４（４０．８）
１３３（２９．５）
１２３（２７．３）
８２（１８．２）

３４．１
８６．４
３８９．７
３２２．７

２０６
２３（１１．２）
２（１．０）
８８（４２．７）
１２（５．８）

６．７
４１．３
－

１０６．６

２０５
１０（４．９）
２（１．０）
７１（３４．６）
１２（５．９）

３．０
２８．６
－

８１．７

１５８
１６（１０．１）
６（３．８）
３１（１９．６）
１４（８．９）

６．３
１０．１
－

８４．９

１４１
１０（７．１）
３（２．１）

２２（１５．６）
１２（８．５）

４．３
６．０
－

８２．０

総世帯数
貸出を行っている世帯（戸，％）
うち有償（戸，％）
借入を行っている世帯（戸，％）
うち有償（戸，％）
貸出面積／請負面積（％）
借入面積／請負面積（％）
平均貸出地代（元／ムー）
平均借入地代（元／ムー）

（注）１）耕地面積などの数字はいずれも調査対象となった世帯に関するものである。
２）貸出／借入面積比率は，貸出・借入が行われている耕地の，それぞれの地域における総
請負面積に占める割合を示したもの。

３）「平均貸出／転借入地代」は，実際に転包出／転包入を行っている農家が申告した地代
収入／支出の平均値として求めた。

４）四川の平均貸出地代のデータは信頼性が著しく低いため，省略した。

───────────
１３　ここでいう「土地経営権の貸借」とは，農家
が自分が村などから請け負っている土地を，一
定の地代を徴収するなどして第三者に再度請け
負わせる「転包」という行為を指している。

１４　例外的に，江油では土地の借り入れを行って
いる農家の比率は比較的高くなっている。
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ばならない，という仮定がおかれている点であ

る。しかし実際には，離村する際に土地を外部

の市場で処分するのではなく，家族内で残った

メンバーがそれを耕作する，というケースが圧

倒的に多いと考えられる。

　そして，その場合の各農家の行動パターンは，

上記のモデルの場合とは大きく異なってくる。

第一に，出稼ぎ先での就労がたとえうまくいか

なかったとしても，その場合はまた出身地農村

に戻ってくればよい。この場合は，家族のうち

の誰かが引き続き農業に従事しているという事

実が，出稼ぎや非農業就労に伴うリスクに対す

る保険を提供しているものと理解できよう。

　また第二に，土地経営権のもつ「代替効果」

も，残った家族が耕作を行うケースではほとん

ど働かないものと思われる。このことは，農村

に残った家族が耕作を行う場合，出稼ぎに行く

農民は，世帯内の市場において自分に割り当て

られた土地を処分している，と解釈すれば明確

になるだろう。このような世帯内市場で土地を

処分するのであれば，外部市場を利用する際の

ような取引コストや，限界生産性と地代との

ギャップによる損失も存在しない，したがって，

出稼ぎ行動に負の影響を与える「代替効果」も

存在しないはずだからである。

　しかし，世帯内で土地を請負，農業を続ける

か否かの決定権を握った個人（多くの場合は世

帯主）の場合は，彼（女）らが現在耕作してい

る土地はその広さや生産性に応じて，その就労

選択行動に強い影響を及ぼすと考えられる。彼

（女）らが非農業就労を行う際には外部の土地

市場を利用しなければならないため，その市場

が不完全な状況下では，上記に指摘したような

代替効果に直面すると考えざるを得ないからで

ある。

　以上の考察から，本稿では，土地流動化と農

家の就労選択に関する以下の三つの仮説につい

て考えることにする。

　仮説１：土地経営権の賃貸市場が機能してお

り，農家個人の就労選択に対する「代替効果」

と「保険効果」の双方が働くため，個人の非農

業就労行動は一人当たり土地資源に対し逆Ｕ字

型の関係を示す。

　仮説２：土地経営権の賃貸市場は機能してい

ないため「保険効果」は働かず，逆に「代替効

果」のみが働き，個人の非農業就労行動は一人

当たり土地資源に対し負の相関関係を示す。

　仮説３：土地経営権の賃貸市場は機能してお

らず，世帯主とその配偶者は，土地の「代替効

果」の影響を受けるため，その非農業就労行動

は一人当たり土地資源に対し負の相関を示す。

しかし，世帯主夫妻以外の世帯構成員について

はそのような相関はみられない。

　次節では，これらの仮説をそれぞれの地域に

ついて検討していくことにする。

５．推定式・変数の説明と推定結果：

　前節の仮説を検証するため，農民の就業決定

に関する推計式を以下のように定式化する。

　 

　　　　 

　　　　 

　推定式における各変数の定義は以下の通りで

ある。

 ；　農民ｉのｔ期における就業行動決定を表

すダミー変数（非農業就労あるいは長期

離村行動を選択している場合は１とす

る）

 ；　定数項

 ；　家計ｊのｔ期における一人当たり耕作

面積

 ；　世帯主ダミー（世帯主およびその配偶者

を１とするダミー変数）

 ；　農民個人の属性を表す変数（年齢，教育

年数，性別，民族，標準語能力の有無）

 ；　家計ｊの属性を表す変数（世帯人口）

 ；　　村レベルの条件の違いを表す変数（村全

体の平均所得１５）

 ；　農家個人の個別効果
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 ；　誤差項

　姚（２００４b）では，土地経営資源を示す変数

として一人当たり請負面積が用いられていたが，

本研究では，土地資源の指標として，一人当た

り耕地面積を用いている。説明変数に一人当た

り請負面積ではなく耕地面積を用いることは，

変数に内生性の問題が生じる可能性がある反

面１６，より実際の農家の経営状態を反映した分

析が行えるというメリットがある。特に，競争

的な土地レンタル市場が存在しない状況の下で

は，前節で述べた土地資源保有の「代替効果」

は，一人当たり請負面積には充分反映されない

と考えられる。

　また，耕地面積の二乗項を加えているのは，

上記の仮説１を検証するためである。さらに，

「世帯主夫妻ダミー」と一人当たり耕地面積と

の交差項を加えることによって，上記の仮説３

の成否を検証することができると考えられる。

上記式において（β１＋β２）が負であれば，仮

説３が示すとおり世帯主夫妻には土地資産が持

つ代替効果が働いて，非農業就労にマイナスの

影響を与えていることが示されるからである。

　対象は調査を行った農家のうち，１６歳以上６０

歳以下の労働人口のみを対象とした１７。農村に

おいては６０歳を超えても農業労働に従事する

ケースが一般的ではあるが，この研究の目的は

あくまでも非農業就労の決定要因を明らかにす

るものなので，非農業就労の機会が著しく低下

すると考えられる６１歳以上の世帯成員は分析に

含めなかった。また，被説明変数として，わず

かでも非農業就労による収入があるものを１と

する「非農業就労ダミー」と，同一郷鎮以外で

３００日以上の非農業就労に従事するものを１と

する「長期出稼ぎダミー」の二種類を用いた。

分析に用いた変数についての記述統計量は表３

の通りである。

　上述の推定式の推定にあたっては，経済状況

あるいは農業の生産性などについて地域ごとに

大きな差異が存在することが予想されるため，

分散不均一の問題を考慮して，それぞれの地域

ごとに独立した推計を行った。同一世帯につい

て複数年次のデータが入手可能な小金・江油の

二地域に関しては，２００５年および２００７年のデー

タ１８　についてパネル・ロジット分析を行った１９

が，奉化ではクロスセクションのデータで通常

のロジット分析を行った。推定結果については

表４の通りである。

　最初に，本推計の主要な目的である，土地の

保有状況と非農業就労・出稼ぎ行動との関係を

表した変数（一人当たり耕地面積およびその二

乗，一人当たり耕地面積×世帯主夫妻ダミー）

について地域ごとに見てみよう。まず，小金の

ケースでは，いずれの推計についても，一人当

たり耕地面積は非農業就労および出稼ぎに対し

て負の相関を示している一方，一人当たり耕地

面積の二乗および一人当たり耕地面積×世帯主

───────────
１５　このほか村レベルの初期条件を表す変数とし
て，村の県城からの距離，および時間なども加
えて推計を行ったが，いずれの場合も有意には
働かなかったため，最終的には説明変数のリス
トの中から除外した。

１６　ある世帯の一人当たり耕地面積は，各世帯構
成員（特に世帯主夫妻）の出稼ぎ・非農業就労
の有無によって影響を受けている可能性がある。
この点に関する検証ならびに対処方法について
の考察は，今後の課題としたい。

１７　より厳密には　１６歳以上６０歳以下で，かつ１６
歳以上でも就学中ではない世帯成員のみを対象
とした。

───────────
１８　２００５年の世帯データのうち，２００７年には欠落
しているものも多く，また２００７年の調査で新た
に付け加わった世帯も存在している。このパネ
ルデータの不完備性から生じる推計バイアスに
ついては，本稿では特に修正を行っていない。

１９　パネルデータを用いたロジット分析について
は北村（２００５）を参考にした。本研究のパネル
分析では変量効果モデルを用いている。固定効
果モデルを採用しなかったのは，時間により不
変な重要な変数がいくつか抜け落ちてしまうこ
と，および自由度が低くなりすぎて安定した結
果が得られないことによる。なお，全ての推定
のケースについてハウスマンテストを実施した
が，いずれの場合も変量効果モデルのほうが望
ましいという帰無仮説を棄却できなかった。
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表３　各変数の記述統計量

最大値最小値標準偏差平均小金県
１
１
１
１
１
１
１
６０
１５

６．３３
１５

０．６７
２７０９．７

０
０
０
０
０
０
０
１６
０
０
１
０

６２１．０

０．４８
０．３６
０．４５
０．４５
０．５０
０．４３
０．５０
１２．０９
３．４７
０．８４
１．７４
０．１８
５７４．１

０．３５
０．１５
０．２８
０．２７
０．４７
０．７５
０．５１
３５．９６
５．４４
１．５０
４．９５
０．１９

１３４８．４

非農業就労ダミー
長期離村ダミー
世帯主ダミー
世帯主配偶者ダミー
女性ダミー
標準語ダミー
少数民族ダミー
年齢
教育年数
一人当たり耕地面積（ムー）
世帯成員数
世帯内の子ども比率
村平均総収入（元）

最大値最小値標準偏差平均江油市
１
１
１
１
１
１
６０
１６
６
１１
０．５

５２７６．８

０
０
０
０
０
０
１６
０
０
２
０

２０９８．５

０．５０
０．４５
０．４６
０．４６
０．５０
０．５０
１２．２３
３．８０
０．９０
１．３８
０．１２
９１８．０

０．５２
０．２８
０．３０
０．３０
０．４９
０．５５
３９．５９
６．５１
１．３９
４．２３
０．１２

３２６１．７

非農業就労ダミー
長期離村ダミー
世帯主ダミー
世帯主配偶者ダミー
女性ダミー
標準語ダミー
年齢
教育年数
一人当たり耕地面積（ムー）
世帯成員数
世帯内の子ども比率
村平均総収入（元）

最大値最小値標準偏差平均奉化市
１
１
１
１
１
６０
１５５

１５．２５
８
０．５

３９７９８．９

０
０
０
０
０
１６
０
０
１
０

９９７６．８

０．４９
０．３０
０．４６
０．４６
０．５０
１２．８１
５．７２
０．９６
１．３２
０．１２

９４３４．０

０．６１
０．１０
０．２９
０．３０
０．４９
４１．０５
８．５９
０．４８
３．８２
０．０８

２２１５９．３

非農業就労ダミー
長期離村ダミー
世帯主ダミー
世帯主配偶者ダミー
女性ダミー
年齢
教育年数
一人当たり耕地面積（ムー）
世帯成員数
世帯内の子ども比率
村平均総収入（元）

（出所）四川省，浙江省における農家調査の結果より。
（注）１）「一人当たり耕作面積」は，播種農業（果樹園を含まない）の総耕地面積を，各世帯の

総人口で除して求めた。
２）「村平均総収入」は，調査世帯の総収入の村ごとの合計を，村における常住人口の合計
で除して求めた。

３）「標準語ダミー」は，「標準語能力に問題があるか」という質問に「はい」と回答した
場合を１に，その他の場合を０とした。奉化では標準語能力の不足が問題になるケー
スはほぼないと考えられるため，この変数は含めていない。

４）「少数民族ダミー」は，小金の場合のみ説明変数に加えている。
５）「教育年数」は，小金と江油では就学年数をそのまま尋ねているが，奉化では，「文化
程度」を尋ね，「小学校」「初級中学校」などの選択肢の中から回答しているものを，就
学年数に換算して用いた。



農民の就業選択行動と土地経営権：
四川省・浙江省の農家ミクロデータ分析から

３１

表４　農家の就労選択行動

小金県

（６）

長期離村

（５）

長期離村

（４）

長期離村

（３）

非農業就労

（２）

非農業就労

（１）

非農業就労従属変数

１４．７１４＊＊

（５．９４）

－１．９４４＊＊＊

（０．７３）

－０．７０７＊

（０．４０）

０．２７５

（０．５７）

－０．０６２

（０．１５）

－０．００１

（０．００）

０．２４４＊＊＊

（０．０９）

－０．５３３＊＊

（０．２３）

０．１６７

（１．５９）

－１．２７６

（１．１５）

－１．６０４＊＊＊

（０．６２）

０．３５

（０．４７）

－１．９３５＊＊＊

（０．７１）

４．４６０＊＊＊

（１．１０）

１５．１９０＊＊

（５．９９）

－１．９４７＊＊＊

（０．７３）

－１．４２３＊

（０．８４）

０．２０６

（０．１９）

－０．０６５

（０．１６）

－０．００１

（０．００）

０．２４９＊＊＊

（０．０９）

－０．５３３＊＊

（０．２３）

０．１６７

（１．６２）

－０．９２１

（０．８２）

－１．６４８＊＊＊

（０．６２）

０．３１６

（０．４８）

－１．９８６＊＊＊

（０．７１）

４．５１５＊＊＊

（１．０６）

１４．８０７＊＊

（５．８９）

－１．９７１＊＊＊

（０．７２）

－０．６０１＊

（０．３１）

－０．０６９

（０．１５）

０．０００

（０．００）

０．２４３＊＊＊

（０．０９）

－０．５２６＊＊

（０．２２）

０．１４４

（１．５９）

－０．８８９

（０．８１）

－１．６１２＊＊＊

（０．６１）

０．３６４

（０．４７）

－１．９３８＊＊＊

（０．７０）

４．４７９＊＊＊

（１．０６）

３．０８０

（２．３６）

－０．２９７

（０．２８）

－０．３８３＊＊

（０．１９）

－０．０８１

（０．２５）

－０．０１３

（０．０７）

０．０００

（０．００）

０．２０１＊＊＊

（０．０４）

－０．２７０＊＊＊

（０．０８）

０．４６７

（０．７０）

－０．１８５

（０．５０）

－１．４２７＊＊＊

（０．２４）

０．５０４＊＊

（０．２２）

－０．５６８＊＊

（０．２５）

１．０８４＊＊＊

（０．２２）

３．２４０

（２．３６）

－０．２９

（０．２８）

－０．６４７＊

（０．３６）

０．０５６

（０．０８）

－０．０１１

（０．０７）

０．０００

（０．００）

０．２０２＊＊＊

（０．０４）

－０．２７１＊＊＊

（０．０８）

０．４７４

（０．７０）

－０．３１２

（０．３３）

－１．４３０＊＊＊

（０．２４）

０．４８９＊＊

（０．２２）

－０．５７０＊＊

（０．２５）

１．０７９＊＊＊

（０．２２）

３．１１５

（２．３５）

－０．２９４

（０．２８）

－０．４２４＊＊＊

（０．１４）

－０．０１２

（０．０７）

０．０００

（０．００）

０．２０１＊＊＊

（０．０４）

－０．２７２＊＊＊

（０．０８）

０．４７６

（０．７０）

－０．３０４

（０．３３）

－１．４３０＊＊＊

（０．２４）

０．５００＊＊

（０．２２）

－０．５６８＊＊

（０．２５）

１．０８４＊＊＊

（０．２２）

定数項

村平均所得

一人当たり耕地面積

一人当たり耕地面積

（二乗）

一人当たり耕地面積

＊世帯主夫妻ダミー

年齢

年齢（二乗）

教育年数

世帯人口

子供比率

世帯主夫婦ダミー

女性ダミー

少数民族ダミー

標準語ダミー

２００７年ダミー

８７３

－２６４．６

Panel Logit

８７３

－２６４．０７

Panel Logit

８７３

－２６４．７１

Panel Logit

８７３

－４５６．２６

Panel Logit

８７３

－４５６．０９

Panel Logit

８７３

－４５６．３１

Panel Logit

サンプル数

Log Likelihood

推定方法

（注）１）（　）内の数字は標準誤差。
２）＊＊＊は１％水準で，＊＊は５％水準で＊は１０％水準でそれぞれの推定値が有意であることを示す。



中国経済研究　第８巻第１号３２

江油市

（６）

長期離村

（５）

長期離村

（４）

長期離村

（３）

非農業就労

（２）

非農業就労

（１）

非農業就労従属変数

－５．６９

（３．９１）

－０．１６１

（０．４２）

０．２９２

（０．２０）

－１．０３７＊＊＊

（０．３５）

０．３７３＊＊＊

（０．０９）

－０．００６＊＊＊

（０．００）

０．１４７＊＊＊

（０．０５）

０．１５７

（０．１１）

－２．２５１＊

（１．２０）

－１．１６８＊＊

（０．５８）

－０．６７３＊＊

（０．２７）

－０．１９９

（０．１４）

０．１１７

（０．２２）

－４．４７５

（３．９４）

－０．１５７

（０．４２）

－０．２４

（０．３９）

０．０３６

（０．０８）

０．３５０＊＊＊

（０．０９）

－０．００６＊＊＊

（０．００）

０．１４３＊＊＊

（０．０５）

０．１１２

（０．１１）

－１．７９

（１．１９）

－２．４２８＊＊＊

（０．４８）

－０．６９７＊＊＊

（０．２７）

－０．１８６

（０．１４）

０．１６

（０．２２）

－４．７３８

（３．８８）

－０．１３７

（０．４２）

－０．０８６

（０．１５）

０．３４８＊＊＊

（０．０９）

－０．００６＊＊＊

（０．００）

０．１４３＊＊＊

（０．０５）

０．１１４

（０．１１）

－１．７１２

（１．１７）

－２．３９８＊＊＊

（０．４７）

－０．６９５＊＊

（０．２７）

－０．１８５

（０．１４）

０．１６９

（０．２２）

－１．２３６

（３．８６）

－０．５１９

（０．４２）

０．１３８

（０．２５）

－０．６８３＊＊

（０．３１）

０．４３３＊＊＊

（０．１０）

－０．００６＊＊＊

（０．００）

０．２８０＊＊＊

（０．０５）

－０．１６７

（０．１２）

－０．２３９

（１．１４）

－０．６８３＊＊＊

（０．３１）

－２．２０６＊＊＊

（０．３４）

－０．３６６＊＊

（０．１５）

０．０６３

（０．２１）

－０．１３８

（３．８３）

－０．５１６

（０．４２）

－０．３５８

（０．３９）

０．０１４

（０．０８）

０．４０８＊＊＊

（０．１０）

－０．００６＊＊＊

（０．００）

０．２７１＊＊＊

（０．０５）

－０．１７７

（０．１２）

－０．０３９

（１．１３）

－１．７６３＊＊＊

（０．４９）

－２．１６８＊＊＊

（０．３４）

－０．３５２＊＊

（０．１５）

０．０８６

（０．２１）

－０．２５９

（３．７７）

－０．５０７

（０．４１）

－０．２９３＊＊

（０．１４）

０．４０７＊＊＊

（０．１０）

－０．００６＊＊＊

（０．００）

０．２７１＊＊＊

（０．０５）

－０．１７６

（０．１２）

－０．０１

（１．１２）

－１．７５４＊＊＊

（０．４９）

－２．１６５＊＊＊

（０．３４）

－０．３５１＊＊

（０．１５）

０．０９９

（０．２１）

定数項

村平均所得

一人当たり耕地面積

一人当たり耕地面積

（二乗）

一人当たり耕地面積

＊世帯主夫妻ダミー

年齢

年齢（二乗）

教育年数

世帯人口

子供比率

世帯主夫婦ダミー

女性ダミー

標準語ダミー

２００７年ダミー

１１３５

－４４７．５９

Panel Logit

１１３５

－４５２．５５

Panel Logit

１１３５

－４５２．６４

Panel Logit

１１３５

－５２４．３９

Panel Logit

１１３５

－５２７．０２

Panel Logit

１１３５

－５２７．０３

Panel Logit

サンプル数

Log Likelihood

推定方法

（注）１）（　）内の数字は標準誤差。
２）＊＊＊は１％水準で，＊＊は５％水準で＊は１０％水準でそれぞれの推定値が有意であることを示す。
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３３

奉化市

（６）

長期離村

（５）

長期離村

（４）

長期離村

（３）

非農業就労

（２）

非農業就労

（１）

非農業就労従属変数

－１４．８９６＊＊＊

（３．２９）

０．３８５

（０．２７）

０．２５１

（０．１９）

－１．７５１＊

（１．０４）

０．５８８＊＊＊

（０．１１）

－０．００８＊＊＊

（０．００）

０．０１７

（０．０１）

－０．１３５

（０．１２）

－４．３４２＊＊＊

（１．４１）

－２．７９６＊＊＊

（０．５１）

０．３７４

（０．２４）

－１５．０４８＊＊＊

（３．３０）

０．４０８

（０．２７）

０．１６１

（０．３０）

－０．０２３

（０．０７）

０．５８９＊＊＊

（０．１１）

－０．００８＊＊＊

（０．００）

０．０１６５

（０．０１）

－０．１３３

（０．１２）

－４．３２０＊＊＊

（１．４２）

－３．２７９＊＊＊

（０．４９）

０．３５

（０．２４）

－１５．０２８＊＊＊

（３．２９）

０．４０７

（０．２７）

０．０６１

（０．１６）

０．５９０

（０．１１）

－０．００８＊＊＊

（０．００）

０．０１６

（０．０１）

－０．１３５

（０．１２）

－４．３２１＊＊＊

（１．４２）

－３．３０２＊＊＊

（０．４８）

０．３５

（０．２４）

－６．０６２＊＊＊

（１．８９）

－０．４２５＊＊

（０．１７）

０．０８９

（０．１８）

－０．５０６＊＊

（０．２２）

０．６３５＊＊＊

（０．０５）

－０．００８＊＊＊

（０．００）

０．０１１

（０．０１）

－０．１２６＊

（０．０８）

－０．１２６

（０．０８）

－１．１８３＊＊＊

（０．３４）

－０．３６２＊＊

（０．１５）

－６．０５９＊＊＊

（１．８７）

－０．４１４＊＊＊

（０．１６）

０．００４

（０．２１）

－０．０９０

（０．０７）

０．６３５＊＊＊

（０．０５）

－０．００８＊＊＊

（０．００）

０．０１１

（０．０１）

－０．１１９

（０．０８）

０．９７７

（０．７５）

－１．３４９＊＊＊

（０．３３）

－０．３８４＊＊＊

（０．１５）

－５．９８７＊＊＊

（１．８７）

－０．４１８＊＊

（０．１７）

－０．２７２＊＊＊

（０．１０）

０．６３７＊＊＊

（０．０５）

－０．００８＊＊＊

（０．００）

０．０１０

（０．０１）

－０．１２４

（０．０８）

１．０１８

（０．７５）

－１．４１３＊＊＊

（０．３３）

－０．３８１＊＊

（０．１５）

定数項

村平均所得

一人当たり耕地面積

一人当たり耕地面積

（二乗）

一人当たり耕地面積

＊世帯主夫妻ダミー

年齢

年齢（二乗）

教育年数

世帯人口

子供比率

世帯主夫婦ダミー

女性ダミー

１０３９

０．２７５

Logit

１０３９

０．２６７

Logit

１０３９

０．２６７

Logit

１０３９

０．１８７

Logit

１０３９

０．１８５

Logit

１０３９

０．１８３

Logit

サンプル数

決定係数

推定方法

（注）１）（　）内の数字は標準誤差。
２）＊＊＊は１％水準で，＊＊は５％水準で＊は１０％水準でそれぞれの推定値が有意であることを示す。

夫妻ダミーの項は有意となっていない。ここか

ら小金においては，前節で示したもののうち仮

説２が当てはまる，と判断してよいであろう。

　次に江油と奉化では，一人当たり耕地面積お

よびその二乗が一部の推計を除いて有意ではな

い一方で，一人当たり耕地面積×世帯主夫妻ダ

ミーの項はいずれも有意な負の値をとっており，

またその係数の絶対値は，耕地面積単独の係数

よりも明らかに大きい（β１＋β２　が負である）。

以上のことから，前節の仮説３があてはまるも

のと考えられる。このことを裏付けるように，

江油および奉化では世帯主夫妻ダミーは被説明

変数に対しきわめて強い負の相関を示しており，

これらの地域では，他の世帯成員が出稼ぎを

行った場合でも世帯主夫妻あるいはそのどちら

かが農村に残って農業を続けるケースが多いこ



中国経済研究　第８巻第１号３４

とを示唆している。しかし，小金ではいずれの

推計でも世帯主夫妻であることと非農業就労と

の間には明確な関係は見られなかった。

　次に，その他の変数に関するファクト・ファ

インディングを列挙する。まず，村平均所得は，

奉化における長期離村のケースを除き，いずれ

の場合も被説明変数に対しては負の相関を示し

ている。これは村にとどまった場合の期待所得

が，離農することの留保所得として働くことを

示すもので，予想通りの結果といってよい。た

だし，その係数が有意であるのは小金における

長期離村，奉化における非農業就労のケースの

みとなっていることには注意が必要である。一

方，教育年数は，奉化を除き，非農業就労・長

期離村確率に有意な正の影響を与える。奉化で

有意な結果が得られなかったのは，この地域で

は四川の二地域に比べ全体の教育水準が高いこ

と２０　，さらに非農業就労の機会自体が多いこと

から，少なくとも就業状況については教育水準

の影響が明確な形で現れてこなかったためであ

ると考えられる。

　年齢については，小金のケースを除くと，非

農業就労および長期離村の確率ともに正の相関

を示し，またその二乗項は負の相関を示してい

る。また女性および標準語が話せない者の非農

業就業・長期離村確率はおおむね（ただし奉化

の長期離村の場合を除く），有意に低くなって

いる。これらは全て常識的な結果であるといえ

る。少数民族ダミーは小金のみに加えているが，

非農業就労のみ正の相関を示している。

　世帯人口数は，江油と奉化では有意ではない

か，被説明変数に対して正の相関を示している

のに対して，小金では非農業就労・長期離村確

率ともに負の相関を示している。これは，同地

域の多くの世帯において，農業の労働生産性の

低さに起因する労働力過剰の問題が他地域に比

べて深刻であることを示唆している。

　概して，小金では説明変数として年齢が有意

に働いていないことを始め，農民の就業行動に

関するこれまでの実証研究で多く見られる常識

的なパターンからは，やや外れた結果が多くみ

られるということを指摘しておく必要がある。

このことは，他地域に比べ小金では自然条件も

含め制約条件が多く，要素市場が十分に機能す

る状況にないことを示していよう。小金では

２００７年ダミーの係数が非常に大きな値をとって

おり，時間の経過と共に被農業就労や長期離村

が増えていると考えられるが，これは二年間の

間に生産要素の移動に関する制約条件がいくぶ

ん改善されたことを示していると考えられる。

　調査対象農村における世帯ごとの一人当たり

所得の決定要因について分析した梶谷（２００８）

によれば，小金の農村においては世帯人数が多

いほど一人当たり収入が少ない，という関係が

あり，農村における過剰労働力の存在が深刻な

貧困と結びついた状況にある。今回の分析結果

が示唆するように，特に教育水準や標準語能力

の問題を解決し，これらの過剰人口の解消を図

ることが緊急の課題であるといえよう。

　それに対し江油および奉化は，世帯主夫妻以

外の成員については，第４節で考察したように，

その就労行動に制約を与えるような制度的要因

は働いていない一方で，世帯主夫妻に関しては

土地経営権の賃貸市場が必ずしも十分に機能し

ていないことがネックとなり，非農業就労が妨

げられている状況にあると考えられる。土地経

営権の賃貸が最も盛んに行われているようにみ

える奉化でも，このような結果が得られたのは，

ひとえに農地を市場で賃貸する際の地代が安す

ぎるため，丸川（２０１０）の主張するように，「土

地資源の所有者」としての側面に固執する農家

が依然として多いためであると考えられる。し

たがって，これらの農村においては，現在中国

政府が推奨しているように，土地経営権の流動

化を通じて農業の集約化・あるいは大規模経営

を推進することで，現在農業に従事している労

働力をさらに第二次・三次産業へと吸収してい

く余地は十分にあると考えられる。

───────────
２０　表３が示すように，調査対象農民における教
育年数の平均値は，小金が５．４４年，江油が６．５１
年であるのに対し，奉化は８．５９年であった。
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３５

６．まとめ

　本稿では，以下の二つの点に特に留意して，

農家の就業選択決定に関するモデル化および農

家ミクロデータによる計量分析を行った。

　一つは，各農家（世帯）が行政よりその譲渡

に制限のついた土地経営権（請負権）を付与さ

れるという条件のもとで，農家が世帯全体の収

入を考慮する形で労働資源の配分を行う，とい

う，中国農村の特殊な条件の下での個別の農民

の就労選択をモデル化することである。

　もう一つは，近年盛んになってきた農地の使

用権の売買や賃貸（転譲，転包）といった，土

地資源の市場を通じた流通をめぐる状況の変化

あるいは地域間における差異が，個々の農家，

農民の就労行為に与える影響を十分に考慮する

ことである。

　本研究では，以上のような問題意識を踏まえ，

２００５－２００７年に四川省の二つの県（小金県，江

油市），および２００９年に浙江省奉化市で実施し

た農家調査のデータを用い，農地経営状況と，

農民の就業選択との関係が，世帯内における農

民の地位，あるいは，調査地に農地使用権の市

場の発展状況によってどのように影響を受ける

かどうか，という点について，以下の三つの仮

説を構築して検証を行った。

　仮説１．土地経営権の賃貸市場が機能してお

り，農家個人の就労選択に対する「代替効果」

と「保険効果」の双方が働くため，個人の非農

業就労行動は一人当たり土地資源に対し逆Ｕ字

型の関係を示す。

　仮説２．土地経営権の賃貸市場は機能してい

ないため「保険効果」は働かず，逆に「代替効

果」のみが働き，個人の非農業就労行動は一人

当たり土地資源に対し負の相関関係を示す。

　仮説３．土地経営権の賃貸市場は機能してお

らず，世帯主とその配偶者は，土地の「代替効

果」の影響を受けるため，その非農業就労行動

は一人当たり土地資源に対し負の相関を示す。

しかし，世帯主夫妻以外の世帯構成員について

はそのような相関はみられない。

　その結果，小金は世帯主ダミーが有意に働い

ておらず，仮説２が当てはまるのに対し，江油

と奉化では仮説３が働いているという結果が得

られた。他地域に比べ小金では自然条件も含め

制約条件が多く，要素市場が十分に機能する状

況にないのに対し，江油・奉化は，世帯主以外

については就労行動に制約を与えるような制度

的要因は働いていないものの，土地流動化が不

十分なことがネックとなり，世帯主夫妻の非農

業就労が妨げられている状況と考えられる。

　このような結果は，基本的に農地の流動化が

生産性を高め，農民の非農業就労を促進し，所

得の向上につながるとしても，その効果は地域

によって大きく異なる，ということを示してい

る。例えば，小金のような農村では，まず特に

教育水準や標準語能力の問題を解決し，これら

の過剰人口の解消を図ることが急務であること

を示しているといえよう。また，江油あるいは

奉化といった農村においてまず求められるのは，

どのような条件によって農地の貸借に伴う地代

が低く抑えられているのかを明らかにすること

であろう。そして，今後いかに農民の土地資源

に対する権利を充分に保障した上で，土地の流

動化，農地経営の集約化を進めるか，その道を

模索していくことが求められているといえよう。

補論：農家の就労選択行動と土地資源保有状況

に関する理論モデル

　以下では，土地市場の流動化および，農家の

土地資源の保有２１　状況が，その就労選択行動に

どのように影響を与えるか，という点に関し，

Carter and Yao（２００２）および姚（２００４b）で用

いられたハウスホールド・モデルの枠組みに依

拠して説明する。

　農家は，当初Ｗの資産を保有し，出稼ぎに行

───────────
２１　ここで用いている「土地資源」の概念は，土
地所有権に加え，中国農村において一般的な土
地経営権も含んだものである。
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く時はＭの費用が必要だとする。また，農家に

は村に残って農業を続けるか，村を離れて非農

業就労をする（農業従事をやめる）かの二つの

選択肢しかないとする。

　まず，村で農業を行う農家世帯の純収入は以

下の式で表される。

　 
　　 ；村民による土地借り入れ量

　　 ；土地レンタル収入

　　 ；土地の貸借取引に伴うコスト

　　 ；現在の耕地面積（＝   ＋  ， 　 は初期

の土地面積）

　　 ；農業生産関数

　　 ；農業の労働生産性

この時， が   の土地を借り入れた時

の農家が負担するコストとなる。

　一方，農家が耕作していた土地経営権を他人

に貸し出して地代をとり，出稼ぎ（長期離村を

伴う非農業就労）を行った場合の期待収入は以

下の通りである。

　 

　 ：農民の非農業期待賃金

　ここで，ある農民の就業行動決定に関する二

期間のモデルを考える。農民が所属する世帯は，

第一期において以下の三つのいずれかの形態で

土地利用を行っているものとする。

　借入； 
　貸出； 　

　自給自足； 
ただし は行動決定後の農家の耕作地面積で

ある。

　もし，農民が出稼ぎを行わなければ，第二期

の農民個人の期待効用は

　 

で表される。（ （・）は効用関数）。

　もし，農民が出稼ぎを行えば，第二期の期待

効用は

　 

ただし， 　は　 　である。

　この式を書き直して，

　 

　ただし， は出稼ぎの不確実性に伴うリスク

・プレミアムである。

　農民は， 　と　 　とを比較して，出稼ぎ

を行うかどうかを決定する。そのときの出稼ぎ

の投資価値 は， 　で表される。

 が正の値をとれば農民は出稼ぎを行うし，負

の値をとれば村にとどまって農業を行う。

　農家の初期における土地資源保有量が変化す

ると農家の出稼ぎ行動はどのように変化するか

をみるために， を   　で偏微分する。
　

　 

　　　　 

 ＝０（農民が出稼ぎを行う閾値）のとき，

 　であるから，上式

を書き直すと，
　

　 

　　　　　　　　　　　　　　……………（１）
　　　　 
　ここで（１）式左辺の　 　は土地資源保

有量の変化が収入の変化を通じて出稼ぎによる

リスク・プレミアムの大きさ にあたえる影響

（保険効果）を示しており， 
に等しい。このとき，農民がリスク回避であ

れば　 　は正の値をとる。したがってリ

スク回避的な農民を想定すると，保険効果

 　は正になるはずである。また 　（・）　

は凹関数であり，その一次の導関数は正の値を

とるので，農民の土地資源保有量が増えるほど，

出稼ぎを行う誘引が働くことになる。ただしこ

の保険効果は，土地資源保有量が増加するほど

逓減する。

　また，同じく（１）式左辺の　 
は，出稼ぎ行動に対する土地資源保有の代替効

果をあらわしている。競争的な土地レンタル市

場を想定すれば，土地の限界生産性は r－c に

等しくなり，他人に貸し出しても自分で耕作し

ても無差別になるはずだから，土地の貸出を

行っている農家にとってはこの効果は０に等し
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い。ただし，土地の借り入れを行っているか自

給自足的な耕作を行っている農民にとっては，

土地の限界生産性は r－c を上回るので，この

効果は負になる。この土地の代替効果は 2c と

０の間の値をとる。
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　The purpose of this study was to analyze the choices made by farmers about migration and the 

supply of off-farm labor, devoting special attention to the effects of land availability on these issues. 

Because many extant econometric analyses have confirmed the close relationship between these 

two factors, we concentrated primarily on the following two aspects.

　First, we examined how the development of a rural land-transfer market influenced the choices 

of individual peasants about off-farm labor. Because China offers a vast market in which the rights 

to land management can be transferred, huge differences between regions exist. 

　Second, we focused on the special conditions confronted by Chinese farmers and their reactions 

to these situations.  In China, the right to use rural land is controlled by the collective government. 

In this context, however, farmers are able to allocate the labor resources of their family to 

maximize the income of their households. The basic household model asserts that farmers serve 

not only as agricultural laborers but also as land owners and consumers. Thus, the conditions of the 

agricultural land and factors such as other sources of family income can influence individual choices 

about labor. The impact of these choices depends on the status of each family member. 

　Our empirical analysis used micro-level data from three rural areas. These data were collected 

during the 2005 and 2007 household surveys in Xiaojin and Jiangyou Counties in Sichuan Province 

and the 2009 household survey in Fenghua City in Zhejiang Province. Finally, we will discuss the 

implications of our results for future policies, with an emphasis on the importance of the rural land-

rental market.


